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佐野市根古屋森林公園指定管理者募集要項 
 

佐野市が設置している、佐野市根古屋森林公園（以下「指定施設」という。）について、佐野市公

の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条の規定に基づき、指定施設の設置目的を効果

的かつ効率的に達成することができる指定管理者の候補者を募集します。 

 

１ 指定管理者制度について 

公の施設の管理は、従来、地方公共団体が２分の１以上出資している法人や公共団体などに限っ

て委託することができましたが（管理委託制度）、平成１５年に地方自治法が改正され、民間事業

者などの法人や団体などについても議会の議決を経て管理者に指定し、管理させることが可能とな

りました。（指定管理者制度） 

佐野市における公の施設の設置目的を十分に理解され、指定施設の管理に民間の能力やノウハウ

を幅広く活用し、市民サービスの向上や行政コストの縮減などを図ることを目的として指定管理者

の候補者を選定するものです。 

 

２ 対象施設の概要等 

（１）名称    佐野市根古屋森林公園 

（２）所在地   佐野市飛駒町２２９９番地 

（３）施設概要  （佐野市根古屋森林公園）コテージ（８人用）１棟、（６人用・風呂付）６棟、 

（５人用）２棟、テントサイト１０か所、バーベキュー広場１０か所、炊事場、 

トイレ、遊具 

（貸農園クラインガルテン）休憩小屋付農園５棟、農園２９区画 

体験農園１区画、農機具倉庫１棟、四阿１棟 

（飛駒和紙会館）本屋、ボイラー室  

（根古屋亭）店舗、厨房、食品庫、トイレ、和室（１２畳）２部屋 
  

（４）設置目的  市の優れた自然、歴史及び文化を活用し、市民に憩いとやすらぎの場を提供する

とともに、観光客の誘致を促進し、都市との交流、観光振興及び地域の発展に

資することを目的とする。 

（５） 運営状況 

①収入支出の状況 

 

 

 

②利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

３－１ 申請資格 

申請資格は次の各号を全て満たすものとし、指定管理開始前及び開始後において、資格を失効ま

たは取得できず、市が指定を取り消すことになる場合は、その損害の賠償を請求する場合がありま

す。 

（１）個人ではなく、法人その他の団体（以下「団体」という。）であること 

（２）佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（以下「手続条例」という。）

第２条の２に掲げる欠格事由に該当しないこと 

① 市長、副市長若しくは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が代表者等の役員、

年    度 収入（千円） 支出（千円） 

令和７年度決算 １７，４７１ １７，３１９ 

令和６年度決算 １７，３６８ １６，７３４ 

年    度 年間利用者（人） 

令和７年度 １，４０１ 

令和６年度 １，６１５ 
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顧問その他の職に就いている団体（資本金、基本金その他これらに準ずるもの（以下「資

本金等」という。）の２分の１を超える額を、その団体が出資しているもの又はその団体

に出資しているものを含む。）。ただし、市が資本金等の２分の１以上を出資している団

体及び公共的団体を除く。 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づき更生手続開始の申立てをしてい

る団体又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づき再生手続開始の申立

てをしている団体 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団若しくはその利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」という。）

又は代表者その他の役員が同条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団等の関係者で

ある団体 

④ 手続条例第１３条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５

年を経過しない団体 

（３）団体またはその代表者が、次に掲げる事項に該当しないこと 

① 地方自治法施行令第１６７条の４及び佐野市競争入札参加者指名停止要綱の規定に該当

するもの 

② 国税、県税、市税に未納がある者（納期限が到来していない場合を除く。） 

（４）管理運営のために必要な免許・資格を有すること 

（５）複数の企業により構成される共同事業体（コンソーシアム）である場合は、次の要件を満たし

ていること。 

・構成員が本施設の指定管理者の応募にあたり、他の共同事業体の構成員として、又は単独

での応募を行っていないこと。 

・共同事業体内の責任の所在及び業務分担等を明確化するために、構成団体間で「共同事業

体協定書兼委任状」を締結するものとする。 

・代表者を含む構成員すべてが申請資格の（１）～（３）の要件を満たしていること。 

 

３－２ 申請時点の要件  

令和５年７月１日から募集開始日（令和８年７月１日）までの期間において、市長、副市長若し

くは教育委員会の教育長若しくは委員又は市議会議員が、申請団体（※）の代表者等の役員、顧

問その他の職に就いていたことがある場合は、指定管理者の候補者として選定しません。 

 

※ここでいう「申請団体」とは、佐野市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

第２条の２第１項第１号の「欠格事由」に該当する団体に準じます。 

したがって、 

① 「資本金等の２分の１を超える額を、その団体が出資しているもの又はその団体に出資し

ているもの」を含みます。 

② 「市が資本金等の２分の１以上を出資している団体及び公共的団体」は除きます。 

 

【留意事項】 

本要件は申請時点での要件とし、指定管理者の候補者として選定された後は、本要件は適用し

ません。 

（例）指定管理者の候補者として選定された日以降に行われた市長選挙、市議会議員選挙におい

て当選した者が、令和５年７月１日から募集開始日（令和８年７月１日）までの期間に申

請団体の代表者等の役員、顧問その他の職を務めていた場合であっても、欠格とはなりま

せん。 

 ただし、手続条例第２条の２第１項第１号の「欠格事由」は引き続き適用されます。したがっ

て、新たに市長や市議会議員に当選した者が、指定管理者である団体等（指定管理者候補者も含

む）の役員等に現職として就いている場合、市長や市議会議員に就任する日の前日までに当該役

員等を辞職しないと、手続条例第２条の２第１項第１号の「欠格事由」に該当し、指定管理者で

ある団体等は欠格となることから、指定が取り消されることとなります。 
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４ 指定期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間とします。 

 

５ 指定管理者が管理する施設の管理基準 

指定管理者は、次に掲げる管理の基準に従い、指定施設の適正な管理を行うものとします。 

 

（１）宿泊施設供用時間 

宿泊   午後１時から翌日の午前１０時まで 

  休憩   午前１０時から午後４時まで 

  キャンプ 午前１０時から翌日の午前９時まで 

（２）供用日 

① 佐野市根古屋森林公園 

１月６日から１２月２６日まで 

ただし、火曜日（その日が休日に当たるときはその翌日）を除く。 

② 貸農園クラインガルテン 

通年 

③ 飛駒和紙会館 

土曜日、日曜日及び休日 

７月２０日から８月３１日までは毎日（ただし、根古屋森林公園の休業日を除く。） 

④ 根古屋亭 

土曜日、日曜日及び休日 

７月２０日から８月３１日までは毎日（ただし、水曜日を除く。） 

ただし、指定管理者が特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、供用時間及び

供用日を変更することができる。 

（３）使用・利用許可の基準 

① 施設の利用の制限に関する事項 

・佐野市観光施設条例（平成１７年佐野市条例第２６２号）第８条に定める場合は、使用

の許可をしないことができる。 

・条例第９条に該当する場合は、使用の許可を取り消し、又は中止することができる。 

② 施設の使用の許可について 

佐野市観光施設条例施行規則（平成１７年佐野市規則第１６６号）に従うこと。 

（４）関係法令の遵守 

関係法令、条例等を遵守し、指定施設の適正な管理を行うこととします。 

①地方自治法、旅館業法等の宿泊施設に関連する法令、労働関係法令、佐野市観光施設条例及

び同条例施行規則など、関連する法令等を遵守し、業務を行ってください。 

②指定管理者が行う利用の許可その他の条例に基づく処分については、佐野市行政手続条例が

適用されます。 

（５）質の高いサービスの提供 

公の施設である指定施設の設置目的と役割を十分に理解し、利用者の意思及び人格を尊重し、常

にその立場に立ったサービスが提供できるよう、物的能力及び人的能力の確保に努めてください。 

（６）適切な施設の維持管理 

施設設備及び備品について、施設の機能を最大限発揮できるよう、適切な維持管理を行ってくだ

さい。 

（７）個人情報等の取扱い 

指定管理者は、個人情報の適正管理に関して個人情報の保護に関する法律に基づき、管理業務の

遂行に伴って個人情報を取り扱う場合には、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければ

なりません。 

・個人情報を正確かつ最新の状態に保つこと。 

・個人情報の漏えい、滅失、損傷等を防止すること。 

・事務事業の執行上保有する必要がなくなった個人情報については、原則として確実かつ速やか

に廃棄し、又は消去すること。 

（８）守秘義務 

施設の管理運営業務上、知りえた秘密を第三者に漏らすことのないようにしてください。指定期
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間の終了又は指定の取消し後も同様とします。 

（９）情報公開 

佐野市情報公開条例（平成１７年佐野市条例第８号）第２１条の２の規定に基づき、業務上作成

し、又は取得した文書等について、適切な情報公開を行えるよう、必要な措置を講じてください。 

（１０）文書等の管理について 

指定管理業務を円滑に実施するため、指定管理業務を開始する一定前の時期までに、文書等の管

理に関する規定を作成、管理帳簿書類を作成し、適切に管理・保存してください。また、指定の

終了後に、市の指示に従い引き渡してください。 

 

※詳細は資料「業務仕様書」を参照してください。 

 

６ 指定管理者が行う業務の範囲 

指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとします。なお、業務の全部、又は業務の主たる部

分を第三者に委託することはできません。その他一部の業務の再委託については、事前に市の承認

を得ることとします。 

（１）施設の運営に関する業務 

（２）施設における行為の許可に関する業務 

（３）施設の利用の許可に関する業務 

（４）施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

（５）その他市長が必要と認める業務 

※詳細は資料「業務仕様書」を参照してください。 

 

７ リスク分担 

社会情勢や環境の変化などに伴い、新たな経費等を要することとなった場合、その負担について

は、原則として別紙１「危険負担表」に掲げる内容に基づくものとします。なお、危険負担表にな

い項目や、内容に疑義が生じた場合は、両者協議の上解決するものとします。 

 

８ 指定管理に関する経費 

（１）指定管理者は、会計年度ごとに決定する市が支払う指定管理料により、管理基準及び業務の範

囲に定める全ての管理運営を行います。 

（２）指定管理料の算定基準 

①指定管理料の予定金額 

指定の期間（令和９年度から令和１１年度まで）の指定管理料の総額は、次に掲げる金額以内

とします。 

５７，８８５千円 

②市が支払う指定管理料に含まれるもの 

人件費 

物件費（消耗品費、修繕費、燃料代、光熱水費、維持管理等に要する経費） 

修繕費は、一件当たり２０万円以下のものを指定管理者の負担とし、一件当たり２０万円を超

えるものを市の負担とすることを原則とします。 

事務費 

③物品の貸与 

業務に要する主要な物品について市で貸出しが可能な物については、市が無償で貸し出します。 

（３）指定管理料は会計年度ごとに市と指定管理者の協議に基づき決定します。 

（４）原則、指定管理料は精算しませんが、例外的に光熱費など経費が大きく増減することが見込 

まれるものについては、収支計画書との乖離が発生した場合協議の上、精算を行う協定を 

結ぶこととします。 

（５）各年度の業務収支報告書において、指定管理料を含めた収入の合計額が、管理運営経費を含 

めた支出の合計を上回る場合、その超過した額の５０％を市に還元することとします。 

（ただし、還元額は指定管理料の金額を上限とします。） 

（６）施設の利用料金（使用料）は指定管理者の収入となります。 

（７）市が提案を求め、審査により市が認めた指定管理者が行う指定事業の収入は指定管理者の収入

となります。 
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（８）指定管理料は、会計年度（４月１日から翌年の３月３１日まで）ごとに指定管理者の請求に基

づき、四半期ごとに分割して支払います。支払時期や額、方法は「年度協定」にて定めます。 

（９）法人税等について 

指定管理者は、①法人等にかかる市民税、②事業を行う者にかかる事業所税、③新たに設置し

た事業用資産にかかる固定資産税（償却資産）等の納税義務者となる可能性がありますので、

①及び②については佐野市役所市民税課、③については佐野市役所資産税課にお問い合わせく

ださい。 

なお、法人税、消費税等の国税については税務署、法人等にかかる県民税・事業税等の県税に

ついては、県税事務所へお問い合わせください。 

 

９ 指定管理者の審査・選定の方法 

（１）基本的な考え方 

公の施設は、住民の福祉を増進する目的を持って、住民の利用に供するために普通地方公共団

体が設けるものです。 

指定管理者制度は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、施設の管理

に民間の能力やノウハウを幅広く活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、コストの

節減等を図ることを目的とするものです。 

そこで、指定管理者制度の趣旨や施設ごとの設置目的を十分に理解し、公正かつ適正な管理運

営の下、より効果的、効率的に管理運営を行うことができる指定管理者の候補者を選定するた

め、次のとおり審査方法等を定めます。 

（２）選定方法 

提出された申請書の審査については、申請資格等に該当するかどうかを審査する一次審査と、

一次審査を通過した応募者について、事業計画書等の内容を審査する二次審査を行います。二

次審査は申請者からのプレゼンテーションを踏まえて採点を行います。 

審査は、副市長（委員長）、行政経営部長（副委員長）、総合政策部長、学識経験者で構成する

選定委員会において非公開で行います（審査結果については、後日公開いたします。）。 

（３）審査基準 

一次審査（資格及び書類審査）の審査項目は別紙２のとおりとし、二次審査（提案内容等によ

る審査）については、別紙３の審査基準に基づき、事業者より提出された事業計画書を審査し、

選定委員会当日に行われるヒアリングの内容を加味して採点、選定を行います。 
 

１０ 選定結果の通知 

一次審査の結果については、申請のあった団体のうち、失格の場合のみ１０月１日までに文書

で通知します。 

二次審査の結果については、１１月上旬までに応募した全ての事業者に「指定管理者の候補者

選定（不選定）通知書」を送付します。 

なお、指定管理者の指定に当たっては、議会の議決を経て決定となります。「指定管理者の候

補者選定通知」をもって、指定管理者として指定されることを約束するものではありません。 

 

１１ 基本協定・年度協定の締結 

市議会の指定議案の議決後、従来の管理委託における委託契約書に代わるものとして、市と指

定管理者との協議に基づき、指定期間共通の①基本協定と、年度ごとに決定する指定管理料の額

や特記事項等について定める②年度協定を締結します。 

 

１２ 指定辞退等による賠償責任 

指定管理者の候補者として選定された事業者は、正当な理由なく指定の辞退又は協定の締結拒

否をした場合、市に生じた損失の賠償責任を負うものとします。 

 

１３ 指定管理者の指定の取消し 

正当な理由がなく住民が施設を利用することを拒んだり、不当な差別的取扱いを行ったり、指

定管理者の経営状況が著しく悪化したりするなど、適正な管理に重大な支障が生じ、又は生じる

おそれがある場合は、指定管理者の指定を取り消すことがあります。 
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１４ 指定までのスケジュール 

（１）募集要項の公表・配布 

令和８年７月１日（水）から令和８年８月２１日（金）まで 

市のホームページへ掲載するほか、佐野市産業文化スポーツ部観光推進課（佐野市高砂町１番

地・佐野市役所３階）窓口において配布いたします。ただし、観光推進課窓口の取扱いは月曜

日から金曜日（祝祭日を除く）の午前８時３０分から午後５時までとします。質問の受付等に

ついても同様です。 

（２）説明会の開催 

令和８年７月２３日（木） 午前１０時から  

佐野市根古屋森林公園管理棟において開催いたします。 

参加希望者は前もって、説明会参加申込書（添付書類５）を７月１６日（木）までに（必着）

観光推進課まで郵送・ＦＡＸ・電子メール又は持参により申込みをしてください。参加者は１

団体につき３名までとします。 

質問事項の通知等は本説明会の参加者名簿を基本に行いますので、応募を予定する事業者は必

ず参加してください。 

（３）質問受付期間 

令和８年７月２４日（金）から令和８年７月３１日（金） 

質問書（添付書類６）により質問の内容（１枚につき１件）を簡潔にまとめて、観光推進課ま

で郵送・ＦＡＸ・電子メールまたは持参により提出してください。 

（４）申請書受付期間 

令和８年８月２４日（月）から令和８年８月２７日（木）まで 

この期間内に直接申請書を観光推進課に持参してください（郵送での受付はいたしません。）。 

（５）一次審査（資格審査等） 

令和８年９月上旬 

（６）二次審査（提案内容等審査） 

令和８年１０月中旬～下旬 

（７）選定結果の通知・公表 

二次審査開催日以降 

選定結果については選定・不選定いずれの場合においても通知し、指定管理者の指定について

は公表します。 

（８）市議会へ指定議案を上程 

令和８年１２月 

（９）指定の通知 

令和８年１２月下旬 

（１０）基本協定の締結 

令和９年１月以降 

（１１）事務引継 

基本協定の締結後 

（１２）年度協定の締結・指定期間開始 

令和９年４月１日（木） 

 

１５ 応募手続等 

（１）申請書類等の提出方法等 

市のホームページ又は観光推進課で書類を入手し、観光推進課へ直接提出してください（郵送、

ファクシミリ等による送付、受付はいたしません。）。 

申請受付期間は、令和８年８月２４日（月）から令和８年８月２７日（木）までとします（た

だし、受付時間は、土、日、国民の祝日を除く午前８時３０分から午後５時までとします。）。 

なお、応募者から提出された書類は、公正な競争を妨げないようにするため、申請受付期間内

は非公開とするとともに、一度提出された事業計画や管理運営費などの根幹に関わる内容の変

更は認めません。 

（２）提出書類 

別紙「提出書類一覧」及び「提出書類様式」のとおり 

（３）申請に当たっての留意点 



 ８

①接触の禁止 

審査委員、市職員、その他本件関係者に対して、本件提案についての接触を禁止します。 

接触の事実が認められた場合には失格となることがあります。 

②重複申請の禁止 

１団体の申請は１施設につき１つとし、グループの構成団体として同一の施設について申請す

ることはできません。また、グループで申請を行った場合、グループを分割し、又は個々の団

体として同一施設に申請することはできません。 

団体又はグループが複数の施設について申請することは構いません。 

③申請内容変更の禁止 

申請書類等の内容を変更することはできません（軽易なものを除く。）。 

④虚偽の記載をした場合の無効 

申請書類等に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

⑤申請書類の取扱い 

申請書類等は理由のいかんにかかわらず返却しません。 

⑥申請の辞退 

申請を行った後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出してください。 

⑦費用負担 

申請に関する費用は、全て申請者の負担とします。 

⑧提出書類の取扱い・著作権 

申請書類等の著作権は、各申請者に帰属します。なお、本施設の管理運営に関し公表する場合、

その他市が必要と認める場合には、申請書類の全部又は一部を無償で使用できるものとします。 

⑨追加書類の提出 

市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合があります。 

⑩資料等の目的外使用の禁止 

市が提供する資料は、申請に関わる検討以外の目的で使用することを禁じます。また、この検

討の目的の範囲内であっても、市の了承を得ることなく第三者に対してこれを使用させたり、

又は内容を提示したりすることを禁じます。 

⑪公文書 

申請書類は、佐野市情報公開条例第２条に定める公文書になります。 

 

１６ 問合先及び書類の提出先 

佐野市役所産業文化スポーツ部観光推進課（担当：増渕） 

〒３２７－８５０１ 佐野市高砂町１番地 

          佐野市役所 ３階東 

電 話：０２８３－２７－３０１１ 

Ｆ Ａ Ｘ：０２８３－２０－３０２９ 


